
農山漁村に資する再生可能エネルギー事業について
〜再生可能エネルギーの「１次化」とは〜
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「

1

・地域密着型事業の必要性と方法

・高付加価値型事業の方法

農山漁村地域が元気になる再生可能
エネルギー発電事業のつくり方」

2015年10月14日

自己紹介

環境保全に伴う社会的摩擦や利害対立をゆるく
解決する方法について研究しています

兵庫県宝塚市や東京都八丈町のエネルギー政策
策定に協力しています

青森県鰺ヶ沢町で市民風車に取り組

んでいます

2

地域密着型エネルギー事業の必要性

資源は誰のものか
 資源が存在する地域の人々？

 資源（特に金銭的利益）として利用できるようにした
人？

リスクを誰がどのように受け止めるのか
 完全な技術は存在せず色々悩ましい課題がある

 問題が具体的に存在するのは地域

 科学的知見の限界（不確実性と意味づけ）
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再エネ事業の可能性
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地方税・地代・地域
への再投資（教育・
インフラ・文化）

営業税
事業税

保険

金融

工場

開発・維持管理

参加者への営
業利益の配分



再生可能エネルギーの（大量）導入に伴うローカルな課題
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生態系 生活環境 資源管理など

太陽光
光害
（植生などへの影響）

日照権
景観

（農地利用）

太陽熱利用光害
日照権
景観

中小水力 水生生物への影響 騒音・震動
水利権
漁業権

風力
（植生などへの影響）
鳥類への影響（バー
ドストライク）

電波障害
騒音
景観

（農地利用）

氷雪 （植生などへの影響） 用地取得

地熱 （植生などへの影響）
景観
騒音・震動
臭気

温泉資源
（自然公園）

バイオマス （植生などへの影響）
騒音・震動
臭気

食糧生産
（燃料作物）
持続性（木質）

「脱原発」「環境保全」といった論理によって正当化されるとは限らない
事業性と持続性が相反することもある（バイオマス利用など）

社会構造から見た自然エネルギー利用の諸影響

短期（5～50年として） 長期

グローバル
（日本全体・世
界全体）

（導入割合に依存） 不可逆的環境影響の回避
（気候変動・大規模災害）
核廃棄物の抑制
資源枯渇への対応
地政学的リスクの回避

ローカル
（地元・周辺地
域・地域社会）

地域密着型事業では持続
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社会運動としての「脱原発」「脱温暖
化」の成果
エネルギー安全保障
（導入割合に依存）
エネルギー自給率の向上
（導入割合に依存）

エネルギー価格の高騰
（送電網などの整備）
（生態系への直接的影響)

開発に伴う建設需要
税収
（売電収入）
（維持管理業務）
（雇用）
（エネルギー的自律／自立）

土地利用や資源利用の調整
（生態系への影響）
（生活環境への影響）

再エネ利用は社会デザイン

誰にとっての

どのような利益を

誰の

どのような負担で

実現するのか
7

最適な答えは地域次第

評価者の当事者性評価者の当事者性

供給の安定性価格

環境影響
(景観／生態系)

エネルギー価格の
安定 事業利益

エネルギー供給の
持続性

気候変動の回避

波及効果による
地域の活性化

脱原発



基本要件としてのコミュニティーパワー

WWEA（世界風力エネルギー協会）コミュニティパワー作業部会
（下記の3基準のうち2つ以上を満たす事業は、コミュニティパワーとして規定
される。）

1.地域のステークホルダーが事業の全体あるいは大部分を所有している
 地域の個人、あるいは地域のステークホルダーから成る団体（農場経営者、協同

組合、独立系発電事業者、金融機関、自治体、学校等）が、事業全体、あるいは
大部分を直接的、あるいは結果的に所有している。

2.地域社会に基づく団体が事業の議決権を持っている
 地域のステークホルダーから成る団体が、事業の意思決定に関わる議決権の大部

分を所有している。

3.社会的、経済的利益の大部分が地域に分配される
 社会的、経済的利益の全て、あるいは大部分が、その地域社会に分配される。
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事業のノウハウを地域で担保する→持続性・多様な展開の可能性

多様な価値が存在する中で、当事者として意思決定する→納得感

負担と利益の分配を社会的に公正なものにする→自発的

ドイツにおける再生可能エネルギーの所有（設備容量）

10寺西俊一, 石田信隆, 山下英俊編著. ドイツに学ぶ地域からのエネルギー転換 :. 家の光協会, 2013.
クラウス・ノヴィ研究所 Marktakteure Erneuerbare – Energien – Anlagen in der Stromerzeugung 報告書

自動車ローン
のような実態
も含まれる

リースのよう
な実態も含ま
れる

地域電力会社
や公社も含ま
れる

日本における再生可能エネルギーの所有（設備容量）
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企業

76.70%

その他

0.13%

企業

10.97%

公社・NPO

0.00%

市町村

4.89%

公社・NPO

0.07%

その他

0.70%
不明

6.54%

地元資本ではない

76.90%

地元資本

16.56%

ドイツ100パーセント再生可能エネルギー地域への動機
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地域の持続的発展

政治的要請

公社の業務として

雇用創出への期待

化石燃料への非依存

地域のイメージ向上

気候変動問題への対応策

deENet (Hg.) (2009): Projekt 100%-Erneuerbare-Energie-Regionen



「全国再生可能エネルギー実態調査」（一橋大学、朝日新聞
）

温室効果ガスの排出削減

エネルギーの地産地消

地域の活性化

遊休地や地域資源の有効活用

http://www.asahi.com/tech science/saiene enq/
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再生可能エネルギー事業の「一次化」

自然資源の直接利用
 地産地消

 地場産業化

従来の地場産業に資する事業形態
 一次産業従事者の副収入

 既存産業のエネルギーコストの低減

 エネルギー事業関連業務の地元化

地域の問題解決や地域おこしの手段
 地域間交流や連携

 地域課題（少子高齢化など）への対応

14

地域の生物資源

地域住民の福利

産
業
化
を
伴
う
供
給

直
接
利
用

環
境
保
全
の
動
機

対
価

直
接
利
用

地域の再生可能エネルギー

産
業
化
を
伴
う
供
給

対
価

一次産業的展開 二次産業的展開

都市住民の福利

直接交流
信頼構築
一次産品

三次産業

総合一次産業化

地場産業化

地産地消

信頼・新しいラ
イフスタイル

スマートコミュニティによる地場産業化（ドイツ・ダーデスハイム）

太陽光と風力で村の消費電力の40倍を
生産
風力などは電気代よりも安く生産
電力自由化の結果、販売先が多様化
地産地消＋αの実証実験
 発電状況を把握し、最適な販売先を選

択

 風力の発電量が多くなると、家庭の電
気代は安くなる（時間単位で決定）

 登録した需要機器（電気自動車の充電
など）は、電気料金が安い設定の時に
利用
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17つくし荘家庭

・

農 家

白神アグリサービス

薪・チップ使用者

りんご園の耕作放棄地 りんご園

山

灰を回収

薪・炭・チップを
販売

薪・チップ・堆肥製造

白神バイオエネルギー

間伐材を買取

剪
定
枝
を
買
取

皆伐した
リンゴの木を買取

ア
グ
リ
サ
ー
ビ
ス
の

農
場
へ

消 費 者

大豆・小麦・りんごなどの農産物

毛豆・干しりんご

堆肥場

販
売

もみがら
稲わら
くず大豆・小麦

地域ビジネスとしてのリンゴ剪定枝利用（青森県鰺ヶ沢町）
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〈チップの製造ライン〉

木

材

エコニクス
(一次破砕)

チッパー
(二次破砕)

選別機

大きいものは再破

堆肥用チップ燃料用チップマルチ用チップ

堆肥製造施設

チップボイラー
ブルーベリー etc.
果樹マルチ用

大豆・小麦・りんご
その他の施用

白神アグリサービスに販売

生産については、(有)アグリサービスで
請負い、冬の仕事の需要に役立つ

剪 定 間 伐

〈19年度年間販売実績〉

チップ 薪（単位：m3）

町 内 町 内 近 隣

2120
m3

68.05m
3

26.05m
3
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〈薪の製造ライン〉

原木 玉切り 選別 薪割り カゴヘ収納

販
売

自家消費

干し林檎の乾燥
炭化

炭（土壌改良・融雪など） 木酢液（土壌改良・忌避剤）

白神バイオエネルギーの特徴

ローテク
 設備費用が安い

 メンテナンスが容易

 地元対応が可能

資源利用の工夫
 モノの利用
エネルギー資源と材料利用の組み合わせ

廃棄物（副生成物）も利用可能

従来比のコスト削減を考慮すれば黒字

 人の活用
（経営者にとって）冬場の労働力の活用

（被雇用者にとって）通年雇用が可能

20



地域おこし型市民風車（青森県鰺ヶ沢町）

市民出資型風力発電
 一般市民からの直接的な出資によって建

設資金を調達する風力発電事業

 利益の還元（株主⇔地域社会）

市民出資型の付加価値
 利益分配金

 事業あたり3000～4000万円

 地域内で循環する財

 多様な波及効果

 見学者

 新たなコミュニティーの創造

 多様な市民が交流する機会

 地場産品の販売などへ波及

 地域の（非）営利活動への再投資
 まちづくり基金

 地場産品の開発

 バイオマスなどの新事業

利益負担主体

貸出金利投資リスク

資金調達コスト

金融

建設需要

固定資産税

見学者（滞在）

人的交流

物品販売

・・・

環境負荷地元地域

売電収入

ミッションの実現

低金利な資金調達

事業リスク

社会的責任

補完的資金調達

風力事業者

配当

社会参加

風車への記名

風車の所有感覚

・・・

投資リスク市民（住民）

交流を通じた地域活性化（生活クラブ生協秋田県にかほ市）

独自契約による業務用の電力調達
 特定規模電力事業者（PPS）からの購入

 PPSへの卸売りを行う風力発電事業への出資

風車プロジェクトをきっかけとした地域間交流
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青森県鰺ヶ沢町の再生可能エネルギー活用事業展開プラン（COMEデザイン 霞末裕史氏）

個別
農家

バイオ燃料会社
・バイオチップ
・薪
・籾殻
・稲藁、麦藁
・一般植物（葦など）

廃熱利用の融雪

鰺ヶ沢町内製材所
（都心部木質化対応製品の

加工、および卸販売）

NPOフォレストリンク
（みなとモデル事務局受託者）

都会の建築現場
・マンションリフォーム
・みなとモデル対応建築

建築製材品

設計者
ニーズ

原木伐採

加
工
残
材

風力発電事業

鰺ヶ沢地域振興ファンド

収益の一部を基金化

補
助
金

（鰺
ヶ
沢
モ
デ
ル
）

鯵ヶ沢・白神雪室籾摺米
プロジェクト

鰺ヶ沢

白神雪室籾摺米
プロジェクト

籾
・
稲
藁

段階的に
中・大規模へ

生協会員

雪室籾摺米
小口宅配

（精米仕立米）

生 協

首都圏域での
バイオマス活用
（バイオオイル精製
等）

集中精米所

籾 殻

鰺ヶ沢式再エネ複合成長モデル

各種再エネ事業

消費者

OEM
供給

津軽地方森林資源
・白神山地
・岩木山
・奥津軽

ボイラー
燃料等

購買

緊急時対策
保管保障付
精米仕立米
オーナー制度

COMEデザインラボ
プロデュース

オーナー申込

籾摺米発送
緊急米保管

補助

旅館 病院

まとめ：再生可能エネルギー事業が地域に根付くためには

付加価値（波及的効果）が重要

最先端産業形態としての「百姓」

多様な人々の福利に資するのが良い事業
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エネルギー問題に関心を持ってもらうのではなく、
人々の興味関心にエネルギーの問題を結びつける


